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東海こども専門学校学則 

  

第１章 総    則 

 

（名  称） 

第 1 条 この専修学校は、東海こども専門学校（以下「本校」という。）という。 

 

（位  置） 

第 2 条 本校は、静岡県浜松市中央区東田町 36 番地 8 に置く。 

 

（目  的） 

第 3 条 本校は、学校教育法に従い、未来を担う子どもたちを育てる豊かな人間性と 

専門的知識、実践力を身につけた保育者を養成することを目的とする。 

 

（自己点検等） 

第 4 条 本校は、教育研究の水準の向上を図り、本校の目的及び社会的使命を達成す 

るために教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行う。 

2 前項の点検及び評価について必要な事項は、別に定める。 

 

（課程、学科、定員、修業年限及び入学資格） 

第 5 条 課程、学科及び生徒の定員については、次のとおりとする。 

課  程 学  科 昼夜別 
一学年の 

定  員 
総定員 修業年限 学級数 

教育・社会福祉

専 門 課 程 
こども学科 昼 40 人 80 人 2 年 2 

2 本校のこども学科の学生が幼稚園教諭普通免許状（二種）の取得を希望する場合は、

豊岡短期大学通信教育部との連携により、単位を修得する。 

3 本校の在学年限は、修業年限の 2 倍を超えないものとする。ただし、理由のある場 

合はこの限りでない。 

4 本校の入学資格は、学校教育法第 90 条第 1 項及び第 125 条第 3 項により高等学校 

若しくはこれに準ずる学校を卒業した者又は文部科学大臣の定めるところにより 

これに準ずる学力があると認められた者とする。 
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第２章 学年、学期及び休業日 

 

（学  年） 

第 6 条 学年は、4 月 1 日に始まり、翌年 3 月 31 日に終わる。 

 

（学  期） 

第 7 条 学年を次の 2 学期に分ける。 

(1) 前期  4 月 1 日から 9 月 30 日まで 

(2) 後期 10 月 1 日から翌年 3 月 31 日まで 

 

(休 業 日) 

第 8 条 休業日は次のとおりとする。 

(1) 国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日 

(2) 土曜日、日曜日 

(3) 季節休業日(夏季は 4 週間以内、冬季及び春季は 2 週間以内で校長が定める日)  

(4) その他校長が必要と認めた日 

2 前項の規定に関わらず校長が必要と認める場合は、休業日であっても授業及び実習

を行うことができる。 

3 第 1 項の規定に関わらず校長が必要と認める場合は、休業日を変更することができ

る。 

4 第 1 項に定めるもののほか、校長は、臨時の休業日を定めることができる。 

 

第３章 入学、退学、休学、転学等 

 

（入学時期） 

第 9 条 本校の入学時期は、学年の始めとする。 

 

（入学手続） 

第 10 条 本校の入学手続は、次のとおりとする。 

(1) 本校に入学しようとする者は、本校の定める入学願書に必要事項を記載して、

第 30 条に定める入学検定料及び学生入試要項に記載されている必要書類を添えて

指定期日までに出願しなければならない。 

(2) 前項の手続きを終了した者に対して入学試験を行い、入学者を決定する。 

 (3) 本校の入学試験に合格した者は、定められた期日までに入学金を納付しなけれ 

ばならない。 
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（入学試験） 

第 11 条 入学試験は、推薦入学試験と一般入学試験に分けて行う。 

2 入学試験は、書類審査、筆記試験及び面接等により行うものとし、学習能力、人格 

性行等を総合的に判定し、合否を決定する。 

ただし、推薦入学試験は、別に定める推薦基準により、筆記試験、面接等を免除す

ることができる。 

 

（退学及び除籍） 

第12条 退学しようとする者は、その事由を記して校長に願い出て、許可を得なけれ 

ばならない。 

2 次に掲げる各号の一に該当する者は、教職員会議を経て、校長が除籍することがで 

きる。 

(1)  長期間にわたり行方不明の者 

(2)  第 13 条第 3 項に定める休学期間を超えてなお修学できない者 

(3)  授業料等の納付を無断で怠り、督促してもなお納付しない者 

(4) 死亡した者 

 

（休  学） 

第 13条 病気又はやむを得ない事由によって、休学しようとする者は、その事由を記

して校長に願い出、許可を受けなければならない。 

2 校長は、教育上必要であると認めたときには、1年以内の期間で休学を許可するこ

とができる。 

3 休学の期間を延長しようとするときは、あらためて、校長に願い出、許可を得なけ

ればならない。ただし、通算して 2 年以内を限度とする。 

4 休学期間は、在学できる期間に算入しない。 

 

（復  学） 

第 14 条 休学中の者が復学しようとするときは、校長に願い出て、許可を得なければ 

 ならない。 

2 校長が、復学にあたって医師の診断書が必要であると認めた場合には、前項の願い 

出に添えて提出しなければならない。 

 

（転入学、編入学） 

第 15 条 転入学及び編入学においては、2 年次開始の時期において欠員のある場合に 

限り、別に定める基準により選考をおこない、教職員会議を経て、校長が許可するこ 

とができる。 
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（出席停止） 

第 16 条 校長は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 

年法律第 114 号）その他伝染病の予防に関して法が規定する伝染病にかかり、又はそ 

のおそれのある生徒に対して、出席停止を命ずることができる。 

 

第４章 教育課程及び授業科目の履修方法 

 

（教育課程及び授業単位数・授業時数） 

第 17 条 本校の教育課程及び授業単位数・授業時数は、別表 1 のとおりとする。 

 

（授業時間） 

第 18 条 授業時間は、9 時 00 分から 17 時 50 分までとする。 

 

（年間授業期間） 

第 19 条 1 年間の授業を行う期間は、定期試験等の期間を含め、44 週以内とする。 

 

（単位の計算方法） 

第 20 条 各授業科目の単位数は、１単位の授業科目を 15 時間の学修を必要とする内 

容をもって構成することを基準とし、授業方法に応じ、当該授業による教育効果、授 

業外に必要な学修等を考慮して、次の基準により単位数を計算するものとする。 

(1) 講義及び演習については、15 時間から 30 時間までの範囲で学則第 17 条別表 1

に定める時間の授業をもって 1 単位とする。 

(2) 実験、実習及び実技については、30 時間から 45 時間の範囲で定める時間の授 

業をもって 1 単位とする。 

(3) 第１項の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は、実技のうち 2 以上

の方法の併用により行う場合については、組み合わせに応じ、学則第 17 条別表 1

に定める時間をもって１単位とする。 

2 前項の授業は、多様なメディアを利用して、当該授業を行う教室以外の場所で履修 

 させることができる。 

 

（単位の授与） 

第 21 条 授業科目を履修し、その試験に合格した者には、所定の単位を与える。 

 

（試験の方法） 

第 22 条 試験は、各授業科目 1 回以上の定期試験を行う。 

2 試験は、筆記、論文、口述、実技等によって行う。 

3 試験の受験資格、追試験、再試験等については、単位認定及び履修認定規程に定め 



                                    

5 

 

る。 

（成績評価） 

第 23 条 授業科目の成績評価は、定期試験の成績、授業態度、作業成績、レポート、 

出席状況等を総合的に勘案して行う。 

2 保育実習以外の授業科目の出席時間数が学則第 17条別表 1に定める規定時間数の 3

分の 2 に達しない者は、その科目の評価を受けることができない。 

3 保育実習においては、出席時間数が学則第 17 条別表 1 に定める規定時間数に達し

ない者は、その科目の評価を受けることができない。 

4 成績評価に関する事項は、単位認定及び履修認定規程に定める。 

 

（入学前の履修科目） 

第 24 条 本校は、教育上有益と認めるときは、学生が在学中に他の指定保育士養成施 

設において履修した教科目又は入学前に指定保育士養成施設で履修した教科目につ 

いて修得した単位を、30 単位を超えない範囲で当該教科目に相当する教科目の履修 

により修得したものとみなすことができる。 

2 指定保育士養成施設以外の学校等（学校教育法による大学、高等専門学校、高等学

校の専攻科若しくは盲学校、聾学校若しくは特別支援学校の専攻科、専修学校の専門

課程又は同法第56条第1項に規定する者を入学資格とする各種学校）で履修した教科

目について修得した単位については、指定保育士養成施設で設定する教養科目に相当

する教科目について、30単位を超えない範囲で修得したものとみなす。 

3 履修の認定に関する事項は、単位認定及び履修認定規程に定める。 

 

第５章 課程の修了及び卒業 

 

（卒業の認定） 

第 25 条 卒業の認定は、本校に定められた修業年限以上在学し、単位認定及び履修認

定規程に定めるところにより 104単位以上を修得した者について、教職員会議

を経て、校長が認定する。 

 

（卒業証書の授与） 

第 26 条 校長は、所定の全課程を修了したと認めた者には、修了した課程の名称及び

修業年限を記載した卒業証書を授与する。 

 

（称号の付与） 

第 27 条 前条により、専門課程こども学科を修了したものには専門士（教育・社会福

祉専門課程）の称号を授与する。 
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（保育士資格の取得） 

第 28 条 保育士資格を取得しようとする者は、第 25 条の規定の科目のほかに児童福

祉法（昭和 22 年法律第 164 号）及び児童福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省

令第 11 号）に定める科目及び単位について所定の科目及び単位を修得しなけ

ればならない。 

 

第６章 教  職  員 

 

（教職員組織） 

第 29 条 本校に次の教職員を置く。 

(1) 校  長    1 人 

 (2) 専任教員    6 人以上 

(3) 事務職員    1 人以上 

(4) 学 校 医    1 人以上 

(5) その他必要な教職員 

 

第７章 入学検定料及び入学金、施設費、授業料等 

 

（入学検定料、入学金、施設費、授業料等） 

第 30 条 本校の入学検定料、入学金、施設費、授業料等は、別表 2 のとおりとし、 

学校の指定する期日までに納入するものとする。 

2 前項の授業料等を期限内に納入しないときは、学校は遅滞なく期限を付し督促する

ものとする。 

3 校長は、前項の督促をしてもなお、学納金を納入しないときは、特別な事情がある

場合を除くほか、その者を出席停止又は除籍することができる。 

 

（授業料等の延納） 

第 31 条 学校が指定する期日までに授業料等が納入出来ない場合は、延納願い（様式

７）を提出し、校長の許可を得なければならない。 

 

（納付した授業料等の返還） 

第 32 条 既に納付した入学検定料、入学金、施設費は、原則として返還しない。 

ただし、校長が、特別の事情があると認めた者には、返還することができる。 

2 授業料の返還については、学則実施細則に定める。 
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（授業料等の減免等） 

第 33 条 校長は、特別の事情があると認めた者には、授業料等を減免することができ 

る。 

2 前項の納付金の減免等については、学則実施細則に定める。 

 

第８章 賞    罰 

 

（ほ う 賞） 

第 34 条 校長は、学業、人物その他について優秀な生徒をほう賞することができる。 

 

（懲  戒） 

第 35 条 校長は、本校の規則に違反したり、本校の学生の本分に反したりする行為が 

あった場合等において、教育上必要があると認める場合には、学生に懲戒を加えるこ 

とができる。 

2 懲戒は、退学、停学、謹慎及び訓告とする。 

3 前項の退学は、次の各号の一に該当する場合に限る。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(2) 学力不振で成業の見込みがないと認められる者 

(3) 正当の理由がなくて出席が常でない者 

(4) 学校の秩序を乱し、その他生徒の本分に反した者 

4 停学、謹慎及び訓告は、別に定める。 

 

              第９章 附 帯 教 育 

（附帯教育） 

第 36 条 本校の附帯教育は次のとおりとする。 

課 程 学 科 名 受講期間 受講資格 

昼間課程 
幼稚園教諭免許状 

取得コース 
1ヵ年 

東海こども専門学校の卒業生で

卒業時に豊岡短期大学での幼稚

園教諭二種免許状の取得に必要

な単位が未履修の者 

2 附帯教育の受講料等その他必要な事項は、別に定める。 

 

第１０章 雑    則 

（健康診断） 

第 37 条 学校保健安全法第 13 条の規定に基づき、健康診断を毎年 1 回、別に定める 

ところにより実施する。 
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（細  則） 

第 38 条 この学則の施行上必要な細則は、校長が別に定める。 

 

附    則 

 

1 この学則は、平成 27 年 4 月 1 日から実施する。 

  ただし、第 5 条第 2 項により教育連携を希望する者は、30 名に限る。 

2 この学則は、平成 28 年 4 月 1 日から実施する。 

3 この学則は、平成 29 年 4 月 1 日から実施する。 

ただし、平成 29 年 4 月 1 日前に入学した生徒については、改正後の第 30 条別表 2 

の規定に関わらず、従前のとおりとする。 

4 (1) この学則は、平成 29 年 4 月 1 日から実施する。 

ただし、第 5 条第 2 項により連携を希望する者は、1 学年 40 名に限る。 

(2) 第 5 条第 2 項および第 17 条の別表 1 は、平成 28 年 4 月 1 日から実施する。 

5 この学則は、平成 30 年 4 月 1 日から実施する。 

ただし、平成 29 年 4 月 1 日前に入学した生徒については、改正後の第 17 条別表 1 

の規定に関わらず、従前のとおりとする。 

6 この学則は、平成 31 年 4 月 1 日から実施する。 

ただし、平成 30 年 4 月 1 日に入学した生徒については、改正後の第 17 条「教育課

程」並びに第 25 条の規定に関わらず、従前のとおりとする。 

7 この学則は、令和 6 年 4 月 1 日から実施する。 

8 この学則は、令和 7 年 4 月 1 日から実施する。 

  ただし、令和 7 年 4 月 1 日前に入学した者については、第 17 条別表 1 の規定に関

わらず、従前のとおりとする。 

9 この学則は、令和 8 年 4 月 1 日から実施する。 

  ただし、令和 8 年 4 月 1 日前に入学した者については、第 30 条別表 2 の規定に関

わらず、従前のとおりとする。 
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必
修

選
択

健康科学 講義 1 15 1 15 ○

スポーツⅠ（実技） 実習 1 15 1 15 ○

英語コミュニケーション 演習 2 30 2 30 ○

憲法 講義 2 30 2 30 ○

情報リテラシーと処理技術Ⅰ
講義
演習

1 15 1 15 ○

食育Ⅰ 講義 1 15 1 15 ○

食育Ⅱ 演習 2 30 2 30 ○

保育原理 講義 2 30 2 30 ○

教育原理 講義 2 30 2 30 ○

こども家庭福祉 講義 2 30 2 30 ○

社会福祉論 講義 2 30 2 30 ○

こども家庭支援論 講義 2 30 2 30 ○

社会的養護Ⅰ 講義 2 30 2 30 ○

教職論 講義 2 30 2 30 ○

発達心理学 講義 2 30 2 30 ○

こどもの発達と家庭支援 講義 2 30 2 30 ○

こどもの理解と相談支援 演習 1 15 1 15 ○

こどもの保健 講義 2 30 2 30 ○

こどもの食と栄養 演習 2 30 2 30 ○

教育課程論 講義 2 30 2 30 ○

保育内容総論 講義 1 15 1 15 ○

こどもの指導法「健康」 演習 1 15 1 15 ○

こどもの指導法「人間関係」 演習 1 15 1 15 ○

こどもの指導法「環境」 演習 1 15 1 15 ○

こどもの指導法「言葉」 演習 1 15 1 15 ○

こどもの指導法「リズム表現」 演習 1 15 1 15 ○

こどもの指導法「造形表現」 演習 1 15 1 15 ○

こどもの指導法「音楽表現」 演習 2 30 2 30 ○

表現とこどもの運動 演習 1 15 1 15 ○

こどもの指導法「言語表現」 演習 1 15 1 15 ○

乳幼児保育Ⅰ 講義 2 30 2 30 ○

乳幼児保育Ⅱ 演習 1 15 1 15 ○

こどもの健康と安全 演習 1 15 1 15 ○

障害児保育 演習 2 30 2 30 ○

社会的養護Ⅱ 演習 1 15 1 15 ○

子育て支援 演習 1 15 1 15 ○

保育実習Ⅰ（保育所） 実習 2 80 2 80 ○

保育実習Ⅰ（施設） 実習 2 80 2 80 ○

保育実習指導Ⅰ（保育所・施設） 演習 2 30 1 15 1 15 ○

保育教職実践演習Ⅰ 演習 2 30 2 30 ○

保育教職実践演習Ⅱ 演習 2 30 2 30 ○

教育心理学 講義 2 30 2 30 ○

言葉とこどもの文化 講義 1 15 1 15 ○

特別支援教育 講義 1 15 1 15 ○

健康論 講義 1 15 1 15 ○

人間関係論 講義 1 15 1 15 ○

環境論 講義 1 15 1 15 ○

保育実習演習Ⅰ 演習 2 30 2 30 ○

保育実習演習Ⅱ 演習 2 30 2 30 ○

保育実習演習Ⅲ 演習 2 30 2 30 ○

音楽表現論 演習 1 15 1 15 ○

造形表現論 演習 1 15 1 15 ○

こどもと体育 演習 1 15 1 15 ○

基礎ピアノⅠ 演習 1 15 1 15 ○

基礎ピアノⅡ 演習 1 15 1 15 ○

音楽活用法Ⅰ 演習 2 30 2 30 ○

音楽活用法Ⅱ 演習 2 30 2 30 ○

保育実習Ⅱ（保育所） 実習 2 80 2 80 ○

保育実習Ⅲ（施設） 実習 2 80 2 80 ○

保育実習指導Ⅱ 演習 1 15 1 15 ○

保育実習指導Ⅲ 演習 1 15 1 15 ○

保育あそび製作Ⅰ 演習 3 45 3 45 ○

保育あそび製作Ⅱ 演習 3 45 3 45 ○

総合福祉学(整体・福祉・歯科) 演習 1 15 1 15 ○

平和学 講義 1 15 1 15 ○

遊戯学Ⅰ 演習 2 30 2 30 ○

遊戯学Ⅱ 演習 2 30 2 30 ○

遊戯総合 実習 2 80 2 80 ○

保育カウンセリングⅠ 講義 2 30 2 30 ○

保育カウンセリングⅡ 講義 2 30 2 30 ○

ビジネスマナー 講義 1 15 1 15 ○

キャリアデザインⅠ 演習 2 30 2 30 ○

キャリアデザインⅡ 実習 2 80 2 80 ○

62 53 2025 60 950 55 1075

豊岡短期大学通信教育部への入学希望者の受講科目については、「学則実施細則」で規定する。

教育課程

（別表1）

授業科目
授業
形態

合計 １年次 2年次 卒
業
要

件
単
位

保育士資格

単
位
履
修

単位
規定

時間数
単位

開講
時間数

単位
開講
時間数

総合演習

保育の対象の理解
に関する科目

必
修

選
択
必
修

要
履
修

単
位

基
礎
科
目

教養科目

10 10
単
位
履
修

2単位

以上

1単位

以上

専
門
科
目

保育の本質・目的

に関する科目

94

91

保育の対象の理解
に関する科目

保育の内容・方
法の関する科目

単
位
以
上

保育実習

そ
の
他

の
科
目

単
位
以
上

保育の内容・方法
の関する科目

保育内容の理解と
方法

保育実習
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別表２ 授業料、入学検定料及び入学金等 

 

 こども学科 

 

区 分 １学年 ２学年 

入学金 200,000    

施設費 200,000  200,000  

授業料 655,000 655,000 

入学検定料 20,000    
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東海こども専門学校 学則実施細則 

（目  的） 

第 1 条 実施細則は、東海こども専門学校学則（以下「学則」という）において必要なことを定めること

を目的とする。 

 

（用語の定義） 

第 2 条 この細則で用いる用語の定義は、別に定めるもののほかに次の通りとする。 

(1) 授業とは、学則第 17条別表 1の科目の教育を実施することをいう。 

(2) 授業日とは、授業を行う日をいう。 

(3) 開校日とは、授業以外の行事のみを行う日をいう。（入学式等） 

(4) 休業日とは、(2)、(3)以外の日をいう。 

(5) 欠席とは、1日の授業又は行事すべてを受講しない場合をいう。 

(6) 欠課とは、 1時間の授業で授業を受講しない時間が 15分を超過した場合をいう。 

(7) 遅刻とは、1時間の授業開始時刻から 15分以内に出席した場合をいう。 

(8) 早退とは、1時間の授業終了時刻以前 15分以内に退室した場合をいう。 

 

（教育連携） 

第 ３ 条 本校のこども学科の学生が幼稚園教諭普通免許状（二種）の取得を希望する場合は、豊岡短期

大学通信教育部との教育連携により、本校のこども学科の学生として集団入学し、幼稚園教諭

普通免許状（二種）を取得するために必要な単位を修得することができる。 

 

（欠席・遅刻・早退等） 

第 ４ 条 欠席、遅刻、早退、欠課をする場合には、事前に届出をしなければならない。また、やむを得

ない事由により事前の届出ができない場合は、必ず電話連絡をし、事後すみやかに届け出る。 

2 遅刻、早退は、各科目 3回で 1時間の授業の欠課として換算される。（端数切捨て） 

３ 病気やその他の理由により長期（２週間以上）にわたり欠席する場合には、医師の診断書もし

くは、保護者の理由書を提出する。 

 

（公認欠席） 

第 ５ 条 次の項目に該当し、公認欠席の適用を受けようとする学生は、公認欠席・特別欠席届により原

則３日前までに届け出なければならない。 

(1) 校長の承認を受け、就職のための試験、ガイダンス等に参加する場合 （最大 ５回） 

(2) 校長の承認を受け、対外行事に参加する場合 

(3) 公的交通機関の運休、遅延等 

(4) 災害、その他不可抗力の事故 
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(5) その他校長が認めた場合 

2 公認欠席が認められた場合の欠席、遅刻、及び早退については、出席したものとして扱う。但し、

授業科目については、欠課扱いとなる。 

 

（特別欠席） 

第 ６ 条 次の項目に該当し、特別欠席の適用を受けようとする学生は、公認欠席・特別欠席届により届

け出なければならない。 

(1) 忌引 

① 父、母           5日 

  ② 兄弟、姉妹、祖父母      3日 

  ③ ３親等以内         1日 

(2) 伝染病による出席停止 

(3) その他校長が認めた場合 

2 特別欠席は、出席すべき日数から除外する。但し、授業科目については、欠課扱いとなる。 

 

（退学） 

第 ７ 条 退学しようとする者は、「退学願」により学生・保護者連署のうえ願い出て、校長の許可を受け

なければならない。 

 

（休学）  

第 ８ 条 病気その他やむを得ない事由により休学しようとする者は、「休学願」により学生・保護者連署

のうえ願い出て、校長の許可を受けなければならない。 

 

（復学） 

第 ９ 条 休学中の学生が復学しようとする場合には、「復学願」により学生・保護者連署のうえ願い出て、

校長の許可を得なければならない。 

 

(学習の評価及び履修の認定) 

第 １０ 条 授業科目の成績評価は、試験点数、授業態度、作業成績、レポート、出席状況等を勘案して、

各科目担当が行う。 

2 学則第 17条別表 1に定める各科目（教育実習、保育実習を除く）の出席時間数が、年間時間数

の 3分の 2に満たない者については、当該科目の履修を認めない。 

3 学則第 17条別表 1に定める教育実習、保育実習の出席時間数が、年間時間数に満たない者につ

いては、当該科目の履修を認めない。 

4 学習評価及び履修に関して必要な事項は，「単位認定及び履修認定規程」に準ずる。 
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（授業料等の延納） 

第 1１ 条 学校が指定する期日までに授業料等が納入出来ない場合は、「延納願」を提出し、校長の許可

を得なければならない。 

 

 

 

（授業料等の減免） 

第 1２ 条 授業料等の減免を受けようとする者は、授業料等の減免願を提出し、校長の許可を得なければ

ならない。 

2 減免についての必要な事項は、授業料等の減免に関する実施細則に定める。 

 

（既に納付した授業料の返還） 

第 1３ 条 既に納付した授業料の返還については、次のように定める。 

   ２ 退学する者は、当該期の授業料について退学する期までの授業料を納入するものとする。 

     また、退学願を提出する前に納入しなければならない。 

   ３ 休学を許可された者、又は命ぜられた者については、休学中の授業料は免除する。 

   ４ 復学を許可された者については、復学を許可された当該期の授業料を納入するものとする。 

     また、復学する当該期までに納入しなくてはならない。 

 

（ほう賞） 

第 14 条 学則第 34条のほう賞は、次のものを対象とし、教職員会議等で協議し、校長の承認のうえ行う。 

(1) 在学期間を通じて無遅刻、無欠席、無早退の者 

(2) 在学期間を通じて学業成績が特に優れている者 

(3) 在学期間を通じて著しく努力の成果が認められる者 

(4) 社会への貢献度が大きく、本校の名誉を高めた者 

(5) その他、ほう賞に値すると認めた者 

 

（懲 戒） 

第 15条 学則第３５条に定める懲戒は、退学または停学処分のほか、情状により職員会議等で協議し、次

の処分を行う。 

  （１）訓告  不都合を改めるよう指導する。 

  （２）謹慎  一定の期間自宅または学校内での行動を制約し反省を求める。 
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（附 則） 

 1 この細則は、平成 27年 4月 1日から実施する。 

 2 (1)この細則は、平成 29年 4月 1日から実施する。 

(2)第 3条については、平成 28年 4月 1日から実施する。 

3 この細則は、平成 31年 4月 1日から実施する。 

 4 この細則は、令和 3年 4月 1日から実施する。 

5 この細則は、令和 4年 4月 1日から実施する。 

6 この細則は、令和 5年 4月 1日から実施する。 

7 この細則は、令和 6年 4月 1日から実施する。 

 

 

 

 


